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横浜駅西口地下街防災用無線通信システム
EmergencY Radio SYStem for the Underground Town

atYokohama Station

現在,地下街防災対策の一環として,無線の不感地帯を解消するため,消防用無

線通信補肋設備の設置が義務づけられている｡更に,最近では,ニの設備を警察用

や地下街自身の【妨災管理用にも有効利用する傾向にある｡特に､横浜駅西口j也下街

区は,多くのビルの地階部分が相カニに貫通連絡して大規模な地下街区を形成してい

るため,より効果的に遵何できる無線通信設1備とすることが必要であった(,この設

備は,地下街区全域に布設された漏洩同軸ケーブル回線網を消防･警察･防災管理

用グ)各無線に共用し,更に消βガ無線日動中継方式やl妨災管理無線ゾーンの地区分割

方式などを採l)入れ,従来には見られない多機能なシステム構成となっている｡

本稿では,横浜駅丙LJ地下街r妨災用無線通信設備の概要について紹介する｡

ll 緒 言

現在,地下街の防災用には種々の設備が義務づけられてい

る｡その中で｢無線通信補助設備1ユは消防活動を迅速に行なう

ための通信連絡機能として重要な設備である｡

横浜駅西口地下街区は,昭和39年に完成した駅前西口広場

下のダイヤモンド地下街を中心として,その後,西口周辺に

建設された16のビルの地階を互いに貫通連絡して建設された

もので,東洋一の大規模地下街区を形成しており､これまで

にも地下街及びビル地階は独自に各種の防災設備やそれらを

集中監視,コントロールする防災センターの設置など,万全

の防災対策をj采ってきた｡

更に,このたびの無線通信補助設備の設置に当たっては,

地下街区全域を一括した防災管理体制がとれるように,16の

地下街区全域を漏洩同軸ケwブル(以下,LCXと略す)で接

続し,消防無線に加えて,警察無線や地下街が独自に運用で

きる防災管理無線を採り入れ,総合的な防災用無線通信設備

を設置した｡

この設備では,消防無線での地下系⇔地上系自動中継方式,

防災管理無線での無線ゾーンの地区分割方式などを採用し,

更に,LCXの特長である一般同軸ケーブルとアンテナの性能

を併せもつという多機能性,広帯域伝送特性を活用した多機

能なシステム構成となっている｡

以下,横浜駅西口地下街防災用無線通信設備の概要につい

て紹介する｡

凶 横浜駅西口地下街防災用無線通信設備の概要

横浜駅西口地下街区は,図lに示すように16の地下街(以

下,各地下街を地区と呼ぶ)から成一),各地区は地下1階ない

し3ド皆で構成され,その延べ面積は約13万m2である｡

今回設置された無線通信設備の概要と,その主な通話機能

を図2及び表1に示す｡防災用無線通信設傭は.地下街での

無線の不感地帯を解消し,各種防災活動に当たる地下街内の

消防隊員は消防指揮本部,警察官は派出所,警備員は防災セ

ンタ∽との間で,それぞれの無線連絡が円i骨に行なえるよう

にするためのものであり,更に,各無線が有効に運用される

ことが必要である｡
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この設備は,地下街に展張された約8kmのLCXい】_l維綱と

これに接続された消防用日動中継器,警察用ノ,与地無絹泉機,地

下街防災管理用の総合基他局,16の地区鵜地Jdなどから構成

されるシステム設備であー),次のような特にをもっている｡

(1)消防,警察,防災管理用の各無線が同時に独+エして道川

できる｡

(2)各無線とも地下街区全土或を一括した通信系が確保できる｡

(3)ド方災管理無線では各地区がそれぞれ独白に運用すること

もできる｡‥方,総合防災センター～地区防災センター～警

備員問が有機的に接続できるようになっている｡

(4)消防無線では地上の無線通イ言系と地下街内の無線通信系

が碑二接交信できる｡
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図l横浜駅西口地下街区の概要 各地区(ビル)は,独自の防災セン

ターをもっており,相鉄ジョイナス地区の防災センターが地下街区全i或を統括

する総合防災センターとなっている｡
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図2 横浜駅西口防災用無線通信システム概要図 地下街区全域を一括Lた防災管理が行なえるよう

に,各地区は+CX回線網で結ばれている｡
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図3 横浜駅西口防災用無線通信システム構成図 +CX回線網は無線信号だけでなく,総合基地局～

地区基地局間違了終信号の伝送にも用いられている｡
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表l 横浜駅西口防災用無線通信システムの通話機能 LCX回線

網を介Lて,消防,警察,防災管理用の各無線が同時に独立Lて運用できる｡

種 別 i島 信 機 能

l.消防無線通信
地下街内消防隊員～消防局指令室,消防車,地上

隊員との交信

2.警察無線通信 地下街内警察官～派出所,県警察本部との交信

3.防諜之管理無線通信

(り各防災センターとその地区の警備員との交信

(Z)総合防災センター(相鉄ジョイナス防災センター)､

各揮方災センター間.及び地区警備員との交信

以上のように,この設備は従来の無線過信補助設備に比べ

て,人規模かつ多機能であり,非常時はもちろん,日常の警

備やイ米安などにも有効に活用でき,各地区ごとのきめ細かな

防災活動や地下街区全域を一括した防災管理が行なえる｡

田 システム構成

図3にこの設備のモデル化Lたシステム構成と使用周波数
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図4 LCX布設例(露出布設) 地下街の+CX回線網は芙観を考慮Lて,

【帳に天井裏に布設されるが,場所によっては露出布設や薄形アンテナなどが

用いられる｡

0

0

人U

O

O

1

2

3

4

【

一

一

一

(
血
ヱ
磐
需
讐
上
｢
て
ユ
㈹
-
琳

ヽ

ダイポールアンテナ LCX

=こ:≡===三:::==】仙＼

迅 (｡B,

ヽ
ヽ
ヽ

､､､ごごHz
/=150MHz

20 40 60 80 100

離隔距離d(m)

0

山10

-20 /ニ1うOMHz

横浜駅西口地下街防災用無線通信システム 465

を示す｡このシステムは,既に各地の地下街で実用されてい

る無線通信補肋設傭2)-3)と同様に,LCX,アンテナ,分配器,

アブロⅥチケ椚ブル,接続コード,各種無線信号を他の無線

に妨害を与えずに挿入,取り出すためのフィルタなどで構成

され,その大部分は地下街天井部に設置されている｡また,

これら構成機器は火災時でもすぐに機能を失なわないように

耐熱,了雉燃構造のものが使用されている｡図4に地下街に布

設されたLCXの--一例を示す｡

また,このシステムではLCX回線網を低周波信号の有線伝

送路としても使用しており,構成機器はVHF帯やUHF帯

の無線信号だけでなく,これら低周波信号にも悪影響を与え

ないように考慮されている｡以下,各無線システムの構成,

機能などについて述べる｡

3.1地下街における電波伝搬特性と無線ゾーンの構成

3.l.1地下街における電波伝搬王特性

システム設計に当たI)景も問題となるのは,地下街での電

波伝搬特性である｡地下街では地上に比べ著しく伝搬吏員失が

大きく,硯二在一般に使用されている150MHz,400MHzの両同

i妓数帯については,数多くの実測結果や理論解析2)によりその

傾向が把手屋されている｡図5に伝搬特性の実測例を示す｡こ

のように地下街での伝搬損失は約1dB/mと大きく,また曙

面の透過i成東量は普通鉄筋コンクリートの場合20-30dIi程度

である｡LCX回線網の設計は,これら伝搬特性に某づいて

行なわれる｡

3.1.2 無線ゾーンの構成

このシステムでは,図6に示すように地下街内無線信号と

して消防用2波(カ,滋),警察用3波(カT,カR,カ)及び防災

管理用1波(カ)を使用している｡これらの無線周波数のぎ央定

に当たっては,次のような点を考慮Lた｡

(1)消防,繁察用無線周波数としては,現用の無線機がその

まま地下街内でも使用できるようにすること｡

(2)防災管理用無線周波数としては電波使用許可が得られ,

かつ実際の運用や保守が容易であること｡

また,各無線の無線ゾーンとしては,消防や苧苧察無線では

地下街区全域を移動する携帯無線機との通信を対象としてい

るため,地下街区全域を一つの無線ゾーンで構成することが

必要であり,一方,防災管理無線では,各地区内独白の無線

過信も対象としているため,各地区ごとに独立した無線ゾー

ンを構成することが必要である｡

このような場合,LCX回線網を用し､た地下街無線通信シス

テムでは,各地区の境界部に特定の周波数だけを阻+_r二するフイ
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図5 地下街における電i皮伝搬特性例 地下街では,無線機や+CXから離れると急激に電波は減衰す

るが.LCXの布設された場所では比重餃的一様な受信レーくルが得られる｡
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図6 防災管王里用無線信号阻止フィルタの減衰量一周波数特性

このフィルタにより,防災管壬里用無線イ言号は十分にユ成衰され,他士也区に妨害を

与えない｡一方.その他の周波数ではほとんど損失なく伝送される｡

ルタをLCX回線網に押入L,他地区相む二間でr云送されない

ようにすることによI),無線ゾーンを地区分割することが‾可

能である｡挿入するフィルタの減衰特惟や挿入位置は,LCX

匝1線綱に接続される無線機の特性や地下街での電波伝搬特性

を考撤し,地区相互間での干渉妨害が少なくなるように設定

される｡図6,7 にこのシステムに使用された防災管理用無

線イ言号阻止フィルタのi成衰特性7女び地区境界部での電波伝搬

特件の一例を示す｡

このように防災管理用無線信号′5は,地区境界部で阻JLさ

れ他地区に伝送されないので,同一周波数を用し､ても各地区

><CL

√ノ
･･0

0･十

区】7 地区境界部におけ

る電波伝寸般特性 境界部

が直線状通路(幅3m,高さ3m)

の場合の電三度伝搬特性の一例

を示す｡r5阻止フィルタやLCX

の布設位置は,地下街の構造,

電波伝ま般特性,無線信号のレ

ベルなどを考慮Lて決められ

る.
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図8 消防無線用可搬形自動中継器 地上系と地下系無線信号の自動

中継機能のほかに,ニの中継器が指揮本部となって地下及び地上と交信するこ

ともできる｡

ごとに独カニな無線ゾrンが構成できる｡一方,消防や苧苧察用

無線仁号は,地区境界部で阻_l_【二されずに地下街区全域のLCX

回線網に†ヱニ送きれるため,地下街区全域を一つの無線ゾーン

として構成できる.｡

3.2 消防無線システム

消防用無線機接続端子が地上2箇所とダイヤモンド地下街

防災センター内に設置されており,いずれか---･つの端-r一に七丁

搬形自重州t継器を接続することによって,地.卜と地下街の無

線通信系が直接交信できる｡ニの場合,地上系無線信号′1と

地下系無線信号′2は中継器や携帯無線機の機能に妨害を与え
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ないように別々の無線周波数を用いている｡

無線周i度数は,既に消防用として割r)当てられている周波

数を使用し,地上系に横浜消防第3方■血液∫1,地下系に神奈川

県内共通波′2を用いている｡また,予備として横浜消防第4

方面波∫昌が,従来一般的に行なわれてきた携帯無線機を地上

端子に接続する方式で使用できる｡

このため,消防用無線機は,現在地上通信系に使用してい

るものがそのまま使用できる｡また自動中継署削ま可搬形で,

かつ地】F系信号′2の出力が1W,地上系信号ムの出力が10W

のものが必要である｡ここでは,日立無線電話装置EMM-

0107A,EMM-1024Aと電引貞装置(バ･ソテリー内蔵,外部交i克

及び直i充電子原で使用可能),中継制御回路などをトランクケー

スに収納一体構造としたもの(図8)を使用している｡この装

置は,重量約15kg,寸法幅490mmX高さ295mmX奥行230mmで

ある｡

3.3 警察無線システム

派出所に警察用無線機(VHF常用,UHF帯用)接続端子

が設置されておi),これに無線機(某地局)を接続することに

よって,派出所と地下街内警官との交信ができる｡無線機と

しては,既に電波割当てを受けて使用しているVHF常用無

線機(送･受信局披数がそれぞれ∫3T,′3Rの2波プレストーク

方式)とUHF借用無線機(周波数ノ4(7)1波プレスト”ク方式)

が使用できる｡また県警察本部とi派出所内のVHF帯無線機

を専用電話回線で接続し,遠隔制御することも叫一能である｡

3.4 防災管理無線システム

3.ヰ.1 システム構成

防災管理無線は地下街が独白に運用するものであり,日常

は各地区(防災センター～警備員間)が独自に交イ言でき,非常

時などでは総合防災センター～地区防災センタM～警備員が
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図9 総合基地局装置 装置本体と操作パネル盤は一体構造となってい

る｡ニの装置では,柑地区との交信が可能である｡
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直接交信できるよ[うなシステムとすることが望ましい｡この

ため,各地区防災センターに無線送受信機能をもつ地区基地

局を設置し,各地区とも今回新たに電波割当てを受けた一一つ

の無線周波数ノ5を用いて,無線ゾーンを地区分割する方式を

才采用した｡

更に,各地区基地局と地下街区全域を統括する総合基地局

間の連絡は数十キロヘルツ以‾Fの低周波信号∫6,′7,∫8を用

いて,LCX回線による有線伝送を行ない,呼出し(回線接続)

や通話,無線機の遠隔制御などができるようになっている｡

このため,総合基地局と全地区の地区基地局及び携帯無線機

(警備員)がLCX回線網を介して有機的に接続できる｡

3.4.2 基地局装置の構成と機能

図9,10,1一にCS-05A形総合基地局装置,BS-05A形地

区基地局装置(EUM-0123AT形無線機内蔵,ECF-063形司

令卓)の外観及び構成を,表2にその主な仕様及び特性を示す｡

なお,これら装置の主な機能は二大に述べるとおりである｡

(1)呼出しと通話回線切断表示

総合基地局又は地区基地局の呼出し(通話回線接続)は呼出

しコード信号を用いて行ない,どちらからでも任意に呼Hlし

できる｡一方,通話回線の切断は総合基地局からだけ自由に

できるようにし,通話の統制がとれるようになっている｡ま

た通話回線接断二状況は,各基地局のグラフィ ックパネルや司

令卓_Lにランプ表ホする｡

(2)地区基地局無線機の遠隔制御

地区基地局無線機の送イ言起動は,地区基地局司令卓及び総

合｢基地局のハンドセット(プレストークボタン)の操作で行な

うことができる｡特に総合基地局からは無線機起動信号′8を

送信して遠隔制御する｡

(3)地区基地局の自動中継機能

Iふ 孝心
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さ

洞

逐よ
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図10 地区基地局装置 実際の操作は司令卓(むで行なうため,本体装置

仁)から離れた場所に設置することができる｡
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図Il防災管理用基地局装置の構成 これら基地局装置は,停電(又は地下街非常電源の故障)時でも30

分間以上使用できるようにバッテリーを内蔵Lている.っ

表2 防災管王里無線用基地局装置の仕様及び特性 このシステムで

は,一つの総合基地局に対Lて18の地区基地局が接続できる｡

(a)CS-05A形給合基地局

項 目 性 能

l.送信周)虚数

32kHz,AM変調(り通話及び呼出Lコード信号

(2)無線磯起動信号 9.6kHz

2.受イ言周波数

300-3,400Hz通言古及び呼出しコード信号

3.送信レーくル 最大 20dB/m

4.受信レベル 最小 -6dB/m

5.地区呼出しコード 2波並列卜一ン

(b)BS-05A形地区基地局

項 目 性 能

有

線

系

l.送信周三度数

通話及び呼出しコード信号 300～3.400Hz

2.受信周波数

(り通話及び呼出Lコード信号 32kHz,AM変調

(2)無線機起動†言号 9.6kHz

3.送信レベル 最大 ZOdB/m

4.受信レベル 最小【6dB/m

5.総合呼出Lコード 2波並列トーン

無

線

系

l.通信周フ度数
415.15MHz

(335.4～4TOMHz内のl波)

2.通信方式 プレストーク方式

3.出 力 lW又は0.1W

4.変調方式 位相変調

5.受イ言方式 ダブルスーー〈-ヘテロダイン方式

(c)総合基地局～地区基地局間総合伝送特性

項 目 ■性 能

CS～BS間許容伝送損失

14dB以内(り32kHz

(2)9.6kHz 8dB以内

(3)400～3′400Hz 3dB以内

通話信号帯】或内偏差
±2dB以内

(300～3′400Hz)

S/N(信号対雑書)比(r:lkHz) 35dB以上
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無
線
送
信
部
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無
線
受
信
部

呼出Lコード

信号検出部

.竺L+

総合基他局～携帯無線機(繁備員)間の交信は,通話回線が

接続状態にある地区堪地局を介Lて信号変換(ふ→力,カ→ム)

することによって行なわれる｡また携帯無線機から直接,通

話回線を接続し,総′㌻共地局を呼び出すこともできる｡携帯

無線機からの回線接続制御は,呼出し用卜”ン信号で変調され

た無線信‾号ムを地区某地局無線機で√受イ三検出することによっ

て日動的に行なわれる｡

口 絵 言

油量洩同軸ケ【ブルなどによって構成される無線通信設備が,

地下街での無線不惑地帯解消に効果的であることが認められ,

終地の地下街で防災用無線通信設傾が設置されるようになっ

てきている｡本稿で紹介Lた横浜駅西口地下街防災用無線通

仁言設備は､規模的にも我が国二最大のものであり,消防無線の

【′j動中継方式や防災管理無線の地区分割方式,LCX回線に

よる低周波信号の有線伝送方式など,新しい方式を採用した

多機能なシステムである｡なお,この設備は昭和52年7月に

完成して以来,日常の警備や保安をはじめ,混雑時の誘導･

ヤさ王軋各植防災訓練など多くの面で活用されている｡

更に,このようなシステムは地下街に限らず,ビルや工場

構内などにも応用可能である｡

最後に,この設備の導入,建設に際し,御指導をいただい

た横浜市消防局,神奈川県警察本部の関係各位に対し深謝の

意を表わす次第である｡
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